
耐震改修住宅に係る固定資産税減額申告書
令和　　年　　月　　日

白老町長　様

　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　１
申告者（納税義務者）氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　　　　　　　　　　　　　　　１
　地方税法附則第15条の9第1項および、白老町税条例附則第10条の2に基づき、下記のとおり添付書類を添えて申告します。

　

	納税義務者
	住　所
	

	
	氏　名
	　　
	

	所　有　者
	住　所
	

	
	氏　名
	　　
	

	

	家屋の内訳
	所在地
	白老町
	家屋番号
	番

	
	構　造
	木造　　その他（　　　　　　　）
	種類・用途
	

	
	床面積
	　　　　　　　㎡　（うち居住の用に供する部分　　　　　　　　　㎡）

	
	建築年月日
	年　　月　　日
	登記年月日
	年　　月　　日

	本申告書を３ヶ月以内に提出できなかった理由
	


	備　　　　考
	

	

	添付書類
	 改修工事に係る明細書
耐震基準適合証明書
領収書

	
	
	入　力
	


※　本様式は、A4両面で印刷してください
耐震改修住宅に対する固定資産税の減額制度について
　昭和57年1月1日以前から所在する住宅のうち、令和6年3月31日までに耐震改修された一定の要件を満たす住宅を対象に税額を減額します。

　１　減額を受けるための要件

　（１）昭和57年1月1日以前から所在する住宅のうち、令和6年3月31日までに耐震改修された住宅であること
　（２）地震に対する安全性に係る基準により耐震改修が行われたものであること（建築基準
法施行令第3章及び第5章の4に規定する基準又は国土交通大臣が総務大臣と協議して定めた基準）長期優良住宅の認定を受けているものも含む

（３）耐震改修に要した費用の額が一戸当たり50万円以上であること
　（４）併用住宅の場合、居住部分が2分の1以上であること
　 ※　床面積の上限・下限はなし
　２　減額となる税額

　　　　新築家屋に係る固定資産税の2分の1
　　　（ただし、対象となる床面積は1戸あたり120㎡まで）

　３　減額となる期間

令和6年3月31日までに改修されたもの　1年度分
　４　提出するもの
　（１）耐震改修住宅に係る減額申告書
　（２）改修工事に係る明細書（当該改修工事の内容及び費用の確認ができるもの）
　（３）領収書（改修工事費用を支払ったことを確認することができるもの）
　（４）当該耐震改修後の家屋が令附則第12条第24項に規定する基準を満たすことを証する書類
　　　　（登録された建築事務所に属する建築士、指定確認検査機関又は登録住宅性能評価機関が発行）
５　提出期限　改修後3ヶ月以内
　　※　その他ご不明な点がありましたら、下記あてにお問い合わせをお願いいたします。

【お問い合わせ先】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〒059-0995 白老郡白老町大町1丁目1番1号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　白老町役場 税務課 資産税グループ

　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　TEL（0144）82-2659

　FAX（0144）82-5574



受付印





※工事完了日から３ヶ月以内に申告書を提出できなかった場合のみ記入








